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20世 紀初頭 、具体的に言 えば、 日露戦争後 と第一次世界大戦時代 における日露関
係 は、近代以降の 日露関係史において注 目すべ き時代に当たる。 それは、ま さに、
日露戦後、 日本が大帝国 として 自らを形成す る時代であった。そ して、 日本 とロシ
アが戦後 の未解決問題 を解消 して同盟 国になれ る時代でもあったか らである。20世
紀初頭の 日露関係についてこれまでの研究はさほ ど多 くない。その理 由の一つはア
メ リカ、イギ リス、中国ほど日露関係が深 くなく、研究者 の意欲 をそそ らなかった
とい うことであろう。 これまでに、鹿 島 守之助、守川正道、中村粲、グ リゴル ツ
ェ ビチS・S・ 、ガルペ リンA・Y・ な どの研究者 の論文が刊行 されているが、もっ
ぱ ら日英関係、 日米関係、 日中関係な どの三国間の外交関係を主軸 として、 ロシア
に関 して もモ ンゴル と満州をめぐる 日本 とロシアの利益に限 られ、 日露同盟条約、
第一次世界大戦における 日本のロシアに対す る軍需援助、1910年 代 における日露関
係の改良な どについては、ほとんど関心が払われていなかった。以下では、アジア
における国際情勢 を背景にこの時代 の 日露関係 を概観 してみたい。
日露戦争は極東地域 における政治力 の配置変化 をもたらした。 日露戦争の勝利 は
アジアの覇権競争にお ける 日本 の発言 を増大 させ 、 日本 はアジアの盟主 を唱えるよ
うになった。 ロシアの敗北、な らびにポーツマス条約の規定がアジアにおけるロシ
アの外交的立場 を弱化 させた。ポーツマス条約によると、ロシア帝国政府 は、 日本
国が韓国において政治上、軍事上および経済上の卓越 した利益を有す ることを承認
した。 また、ロシア側は、サハ リン島南部お よびその附近 のすべての島々における
一切 の公共営造物 お よび財産 を完全 な る主権 と共 に永久に 日本帝国政府 に譲与 し
た。中国に関 して、ロシアの政府 は、清国政府 の承諾 を以て、旅順 口、大連の附近
の領土および領水の租借権の一切を 日本帝国政府に移転譲渡 した1。
日露戦争 ののち、 ロシアが新たな外交政策を決定す るのは当然であった。 だが、
戦後、始 めの頃は露国政府 は当惑 していた。その時代の 目撃者の一人であったA・
A・ ブル シロフ将軍の記憶によると、 「...ロ シアの政府 は どこに行 くのかもわ
か らない こと、ならびに何 を望んでいるのかも知 らない と言 うことを臣民に明らか
に示 した」2。1906年1,月 、井上勝 之助駐 ドイ ツ 日本 大使が東京 に報告 した通 り、
ロシアでは政治的活動が頂点に達 し、政党の数がかなり多 くなった。 日本大使の説
では、前述の政党の中にブルジ ョア政党、社会民主党および反動的政党 も登場 した
そ うで ある3。 当時 、ヨー ロッパ にお ける三国同盟 と三国協商 とは対立関係にあっ
た。それを背景 に、ロン ドンとベル リンはロシアを味方につ けるための戦い を始め
た。 さらに、ペテル ブル グでは ドイツ との接近 の支持者 とイ ギ リス との接近 の支
持者 との問いに論争が始まった。 ドイ ツ との接近の支持者 であったP・N・ ドゥル
ノボ、R・R・ ロゼ ンな どの政治家 は極東地域にお けるロシアの積極的活動 を主張
した。英 国との接近を支持 していたS・Y・ ウィッテ、V・N・ ラムス ドルフによれ
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ば、 「ロシアの一番大事な利益は ヨー ロッパにある」 との ことであった4。 一方、
日露戦争後、極東にお ける 日本側 との関係の調整 な しにロシアがヨーロッパで対外
政策を行 うことは不可能であった。それはイギ リスとの接近の支持者 にも認 め られ
た。 日本帝国 との関係によって、極東 ロシア領 土における平和が左右 されたか らで
あった。S・Y・ ウィッテ閣僚会議 の議長に よると、 「極東 での敗 北は ヨー ロッパ
におけるロシアの立場 を弱 めた。我々は東洋か ら欧州に外交政策 の中心 をもどすた
めに日本 との関係を堅固にすべき」であった5。V・N・ ラムス ドル フロシア外務大
臣も同様の意見を持っていた。例えば、1906年3月V・N・ ラムス ドルフ外相 は本野
一郎駐露国 日本大使 と会談 した。 日本大使 に述べた意見によると、両国の戦前問題
は過去のものになった。 「...目 本及 ロシアは極東洋 における二大強国な り而 し
て互いに境界を接す るの二大国 として利害の一致す るもの多 く」6。1906年 末 ロシ
ア外務大臣になったA・P・ イズボルスキは、 日本 と協定を結ぶことを以って、数年
にわたって極東におけるロシアの立場 を強化す る予定があった。A・P・ イズボルス
キ外相の話では、露帝国の極東領土の不可侵の元になるべ きことは用心深 く賢明な
政治である。以上の賢明な政策を以て 日本 との関係 に良好な雰囲気 を作るべきで あ
る。それに、ロシアか ら報復す る考 えがない とい うことを 日本 に確信 させ るのも大
事 である。露国はポーツマス条約の規定を実行する予定である7。
日露戦争後の時代に、 日本 の対外政策 にもロシア と良好な関係 を作 りたい希望が
現れてきた。勿論、 日露関係 の改善 には時間がかかった。二つ の国の間の戦争 が終
わるな り、 日露関係はす ぐよ くなった訳ではない。戦後の始め頃は、 日露関係 は敵
対 的状態が続いていた。 日本 は海軍 の増強を続 け、軍備拡張を唱える政治家が発言
力を増 していた。だが、その時代に 日本 の政治家の一部に とって、ロシアと戦争 を
続 けることの不可能性 は明 らかな事実であった。その理由の一つは戦後の 日本経済
の恐慌であった。1906年 か ら1908年 にかけて 日本の外務大臣であった林董 の意見 に
よると、 「日本帝国の戦後内情 を理解できるだれ もが 日本政府 がポー ツマス条約 を
以てロシア側か ら他の特権を受 けるのは不可能であることがわかった。我 々に とっ
て一番大事なのは平和を結ぶことであった」8。
また、 日露両国を接近 させ る要因も存在 した。それは、まさに、 日米 と日英 の関
係悪化の広が りであった。1905年9,月5日 の 日本 の首都での出来事は 日米関係悪化の
指標 となっただけでな く、 この事件 は以後の 日米関係激化 の前提 となった と言える
であろ う。当 日、 日露講和条約 を屈辱 とした一部政治家の首唱により日比谷公園で
催 された国民大会 の解散後、憤激 した群衆が交番や新 聞社などを焼打ちした事件 の
ことである。寺内正毅の 日記によると、 「...内 相 の官邸 を破壊 し、各巡査交番
所 を襲い これ を打壊 し、これ を火 し乱暴狼藉た り」9。 東京 における暴動 は主に反
アメ リカの意 味を持っていた と言 えるであろう。 日本 の一部政治家 と一般 の臣民に
は、米国が 日本帝国の 自尊心を傷つけるロシア との平和条約 を結ばせた と考 えられ
ていた。 グ リスコム駐 日米国大使の記憶によると、 日本人の家にあったアメ リカ大
統領ルーズ ヴェル トの肖像画は裏返 しにされた。また、 日本の内務大臣官邸のそば
で反乱の参加者は 日露講和の事 に当る小村寿太郎、高平小五郎 とルーズヴェル トの
血染の頭部が描かれたポスター を掛 けたlo。
さらに、極東地域への進出を狙 っていたアメ リカ と日本 との関係が、その頃、悪
化 していた ことも日露接近の背景 にあった。1906年 か ら1907年 頃にかけて、中国に
おける 日米の意見の相違 はカ リフォルニアにおける 日本人移民に影響 を与えた。先
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ず、米国政府は 日本人 の入 国を禁止 した。次に、 日本人移民の子供はアメ リカの学
校での勉強 も禁止 された11。 中国における日米対立は、1908年 に結ばれた高平 ・ル
ー ト協定で臨時に整理 され た。 この'協定では 日本 とアメ リカが太平洋方面の現状維
持 と清国における機会均等主義を定めた。だが、アメ リカ合衆国第27代 大統領 タフ
トは満州における日本の特権を認定する方針 を廃止 して、東 北アジアから 目本 を追
い立てる とい う目標 を唱えた12。
日米関係の悪化は 日英 同盟 に反映 した。勿論、 日本 は極東地域におけるイ ギリス
の利益を保護す る保証国であったが、ロン ドンは 日本 のためにアメ リカとの関係 を
悪化 する意 向はなかった。 また、ア ジア大 陸へ の 日本の進 出は英 国を不安 に させ
た。上村伸一の意見では、 「...日 本の大陸進出が進むにつれて、イギ リスは 日
本 を経済上の競争国 と見 るよ うになった」13。 日露戦争後、 日英 同盟は次第 に弱
まった といえる。イ ギ リスの歴 史家1・ ニ ッシュに よると、 日英同盟の最盛期 は
1902～1905年 代であった。 日露戦後 日英の共通点が徐々に意義を失って しまったそ
うである14。 従って、アジアにおいて新 しくできた状態に 日本 は自分の利益 を保
護す るための新同盟が必要であった。そのような同盟国になれる国はロシアであっ
た。露帝国は極東 における自国の利益 を持った。また、ロシア政府 は 日本 との友好
関係 に関心を有 した。
元老 山県有朋 の意見 によると、 日露の接近 は極東 におけるアメリカの進出に対す
る実際の対抗力 になるべ きであった15。 日本政府、な らびに 日本の有力な政治家に
とって 日英 同盟 は中国におけるアメ リカに対す る対抗手段になれなかった。 このよ
うな中で、1907年 に満州にお ける利益 が確 定され る 日露 協定が結ばれた。 この協定
では両国がお互いに領土の保全 を尊重す るとい う約束を交わ した。また、1907年 に
結ばれた 日露協定によると、 日本 とロシアは中国領土の独立、な らびに中国におけ
る貿易 と工業に関す る各国のための平等原則 を宣言 した。秘密協定では、満州はロ
シアの勢力範囲と日本の勢力範 囲に分 けられた。 日本 はロシアの範囲における鉄道
利権 と電信利権 を得ないことを宣言 し、 ロシアは 日本 の範 囲における以上の利権 を
得ない ことを宣言 した。その他 に、ロシアは前の 日韓条約 を確認 し、 日韓 関係 の発
展を阻止 しない ことを約定 した。 日本側によって、韓国にお けるロシアの最恵国待
遇が確認 された16。
戦後の 日露条約締結 は、 日本 に とってもロシアに とって も大事な出来事 となっ
た。 日露戦争の終 わ りか ら2年 とい う短い期 間のみで両国は中国にお ける共通の政
治 を行 う可能性を得た。だが、 日露関係改善の公式表明にもかかわ らず、両国間の
戦争再 開にっいての流言が未だに広まっていた。極東 ロシアでは日本 との再度の戦
争 の恐れが特 に感 じられた。沿 アムール地方総督P・F・ ウンテルベル ゲルは極東
ロシアにおける危険状態、な らびにロシアに対する近頃の 日本の侵略について露国
首都 に報告を送った りした。 日本 の侵 略についての報告 はハバ ロフスクか らロシア
の陸軍大臣、外務大臣 と閣僚会議長に送 られた。 ロシアの政治家 は日本侵略の流
言に関 して異なった意見 を持った。例えば、V・A・ スホム リノブ陸軍相 はP・F・
ウンテルベルゲル沿アムール地方総督 の恐れ に同意 した。V・A・ スホム リノブに
とって、極東 ロシアの状態は危険なだけでな く、絶対絶命であった。 だが、一方、
A・P・ イズボル スキ外相 とV・N・ ココフツォフ閣僚会議長 などは総督の報告を信
じなか った。ロシアの一部政治家にとって、P・F・ ウンテルベルゲルは 日本 の侵略
の脅威 を感 じてパニ ックに陥っていて、その脅威 を大きくす る者である。 ロシア帝
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国皇帝ニ コライ2世 も極東か らの警告 に注意を払お うとは しなかった。 ニコライ2
世が書いた所 によると、沿アムール地方総督が本 当の情報に うとく、流言 も信ず る
嫌いがあった とい う17。
当時、 日本ではロシア との戦争 を繰 り返す ことについて政府の報道がほとん どな
かった。 日本の新 聞は逆に 日露 の再戦争に関す る流言 を全 く根拠 がない と評 価 し
た。 『朝 日新聞』は、 「戦争が終 わった後4年 も経 った。その4年 間の中にロシアと
の戦争な どについて 日本人が一人 も言い 出さなかった し、 日本新聞は絶えずロシア
に対す る好意 を表 した」 と述べた。前述 の新聞 によると、 日露再戦争に関する流言
は、 ロシアにおける 日本への報復:を要望 した政 治家によって教唆 され た、 あるい
は、 日露友好関係 に口出 しす る某 国によって同上の流言が言い散 らされたとい う意
見が述べ られた。 『報知新聞』によると、極東 ロシアにおいて うわ さされてい る日
本 との戦争の恐れはまった く理 由がない と述べた。 日本はそんな意図がない とい う
ことを証明する。 『日々新聞』の説では、ロシアとの戦争 を望む 日本人は一人 もい
ない。同上 の新聞に述べ られた意見によると、 日本の脅威 に関す る流言を極東 ロシ
アの臣民がその地方の真実状態を理解 しない ことで説明すべきだった18。
1910年 には日本 とロシアが戦後の2っ めの条約 を結んで、満州 の現状維持が合意
に達 した19。 この条約は公開協定 と秘密協定からなった。1910年 の 日露条約 による
と、 日本 とロシアは相互に中国における鉄道建設 に援助することを確認 した。秘密
協定によると、 日本 とロシアは1907年 の 日露条約 で確認 された 中国にお ける勢力範
囲での両国の利益の発展な らびに利益の強化に反対 しない ことを宣言 した。実際、
1910年 の 日露条約 は中国における他国の影響力 が存在す ることに反対 した。本 野
一郎駐露 日本大使の話 によると、第2回 目の 日露条約は ロシア政界で高い評価 を得
て、 日露友好関係 の強化、ならびに両国の平和への復帰 と見做 されていた20。
1911年 夏 には、 ロシア正教大主教ニコライは、 日本に譲渡されたサハ リン島部分
にあった正教会を 日本正教団に移管す る許可 を得たい とい う願書を 日本政府に送っ
た。 この願書はプロネ フスキ駐 日ロシア代理 大使 を通 じて 日本外務省 に手交 され
た。 ロシアの代理大使 は、 日本にお けるロシア正教大主教ニ コライの牧師職の50年
の記念 日について言い及ぶのもわすれなかった。プロネフスキ代理大使 の言葉 によ
ると、 日本政府はサハ リン南部にある正教会 を 日本正教団に移管することが年 を取
ったニ コライ正教大主教を崇拝す る証拠 となるだ ろうとのことであった21。 日本外
務省 はロシア側の願書に注 目を払った。 こ うして、南サハ リンの 日本行政機関は東
京 か ら日本におかれ るロシア正教団に正教会を譲渡す る指令 を受けた。
1911年8,月 目本 とロシアは戦後 の相互要求 とい う問題 を解決で きた。 日本政府 は
日露戦前、ロシア臣民によって遼東半島で建設 された建物を買戻す ことを認 めた。
日露戦争前、約40軒 を買戻す 目的を以て、 日本 はロシアに建設の所有者に補償す る
ために30万 円を渡す ことを約束 した。8月 の終 わ り頃、ロシア皇帝 と日本天皇は電
報を交換 した。睦仁天皇は 日露両国 との間の戦後諸問題の解決に喜びの意を表現 し
た。天皇が強調 したよ うに、最近の戦争か ら残 った諸係争問題の解消が 日本 とロシ
アの友好 関係 を強化 した。 日本天皇は露帝国政府 に1904年2,月 日本海軍によって監
禁 された 「アンガラ」 とい う船を返還す ることについて宣言 した22。 ロシア政府 は
みずから日本側 に極東 ロシアの行政機関に監禁 された 『みえ丸』 と 『こんび ら丸』
とい う2つ の魚船の補償 として6万 ルーブル を渡す ことに同意 した。プロネフスキ駐




1912年 に 日本 とロシアは戦後第3回 目の条約 を結んだ。 この条約では、内モ ンゴ
ルにおける両国の範囲が定められた。 内モ ンゴルは 日本 の勢力範囲 〔東の部分〕 と
ロシアの勢力範囲 〔西の部分〕に分 けられた24。1907年 と1910年 の 日露条約 と同 じ
よ うに、1912年 の 日露条約では両国が各々の勢力範囲における相互の利益に違反 し
ないとい うことが宣言 された。
日露戦後時代の両国関係の発展 、な らびに中国やモ ンゴル における 日本 とロシ
アの利益の確保 を目的 とする3つ の 日露条約か ら見れば、1906年 か ら1914年 にかけ
て、両国関係 が著 しく良好になった。1913年 か ら日本 の有力 な政治家は新 しい 日露
条約の締結に関する可能性を追求 し始 めた。次の 日露条約 は両国の同盟 を形成す る
べきものであった。1913年9,月 、田中陸軍少将がG・M・ サモイ ロフ駐 日ロシア軍武
官に送 った手紙 には 「...日 本 とロシアは露骨で、間違 いな しに同盟の可能性に
関する意見を交換すべ し」 と書かれていた。 田中にとって、同盟条約決定はロシア
の発意で行われ るべ きであった:「...必 要だった ら、 日本政府にロシア側 の申
し分が伝 えられるか ら、遠慮な し申し出て くだ さい」25。1912～1913年 に 日本総理
大 臣であった桂太郎 はN・A・ マ レフス キーマ レビチ駐 日ロシア大使 と会った時に
東京 とペテルブル グとの間に友好 関係 の強化 とい うテーマ を提起することにした。
桂太郎 にとって、両国は中国にお ける自国の利益を保護す るために努力すべきだっ
た。桂は将来の 日露同盟に関 して ドイ ツ語の決ま り文句 を言った。。WemwirJapan
undRusslandzusammensteheninChina,keinerkommtzuuns"「我々 日本 とロシアが一
緒に中国に立 っているあいだはだれ も我 々に突き進 んで こない」(筆 者訳)26。
1914年 に 日本の総理大 臣になった大隈重信 も東京 とペテルブル グとの間に同盟条約
を締結す る必要性 をしば しば表明 した。大隈重信 の説 によると、中国が列国の極東
政策の中心となった状況では 日本 とロシアが中国における自分の利益保護に関わる
協定 を結ぶべきであった27。 だが、総理大臣は 日露同盟 と中国における両国政策の
意味を桂太郎 とは別様に理解 した。桂 にとっては、中国にお ける目本 とロシアの共
通政策は将来の 日露同盟の基礎 となるべ きであった。大隈重信 に とって、 日露同盟
の方ヘフランス とイギ リスを引き付け るべきであった。
か くして、 日露同盟協定に関して 日本政府内で異なる態度があっても、同盟の可
能性は 日本の政治家 によって広 く議論 されていた。だが、 日本 の政治家の中には日
露 同盟 に反対する者もあった。反対者の一人、保守的政治家の代表者である農商務相
大浦兼武は1914年 夏福島で演説 した とき、 日露:再戦の不可避i性について表明した28。
大浦兼武の説 では、 日露戦後 ロシアで採択 された海軍強化の方針が 日本に敵対する
ものであった。 ロシアの報復主義 を糾弾 して政治家は敵か ら祖 国を防衛せ よと日本
民族に呼び掛 けた。大浦に とって、前の 日露戦争はロシア国民の問では人気がな く
て、両国政府 の間の闘争 として看做 された。たが、その後、状態は変化 し、ロシア
人の愛 国主義 の高ま りや ロシアでの軍備拡張が露国か らの報復 に向けられてい る、
と大浦 は主張 した。大浦兼武の演説の一部は中央の新聞に掲載 され た。 その翌 日、
日本 のプ レスに大浦兼武の演説報道への反論が出た。 この反論 によると、大浦兼武
が ロシア との戦争 を 日本民族に呼び掛けなかったそ うである。実際に、政治家はロ
シアの軍備拡張だけを示 して、 日本が ロシアの態度に応 じて同 じ対策を講 じるべ し
と言 ったそ うである。大浦兼武 自身 も演説で 口をすべ らせたことがわかった。大浦
は加藤高明外務大 臣に呼び立て られて、先のロシアとの戦争 に関す る発言について
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説明 しなければならなかった。 日本国外務大臣は大浦兼武 のロシアを中傷す る発言
についてN・A・ マ レフスキーマ レビチ駐 日ロシア大使 に謝罪文 を送 った。加藤高
明はロシア大使 に 「...無 責任な新聞のただの捏造であるそのような報告 に注 目
を払 わぬ」よ うに頼 んだ29。 数年前、 日露関係 の調整 が始まった頃、 日本 の外務
省 はこのような発言に対す るわびを聞き入れる ことは想像できなかったであろ う。
福 島での事件は 日本政界におけるロシア との接近 がそれほ ど強 くなった ことを見せ
ただ けでな く、 日露関係改善に反対す る試みは 日本政府の中にない ことも示 してい
た。
1914年 、ボスニアの首都サ ラエボでオース トリア皇太子 夫妻が暗殺 されるや、
7月28日 オース トリアはセル ビアに宣戦、8月1日 ドイ ツはロシアに宣戦 、続いてフ
ランス、イギ リスも対 ドイツ参戦 し、第一次世界大戦が勃発 した。イギ リスが対 ド
イツ宣戦を布告 したのは8月4日 であった。同 日、K・ グリーン駐 日英国大使 は加藤
高明外相 を訪ね、 日英 同盟の条約内容 に従 ってイギ リスの欧州戦争に対す る対応 を
説 明 し、香港が攻撃 され る場合は、 日本の援助 を希望する旨申し入れてきた。その
後、イギ リスとロシアか ら日本に対 し支那海でイギ リス とロシアの貿易艦隊を攻撃
する ドイツの戦艦攻撃への参戦要請があった。 日本 にとっては ドイ ツに反対す る作
戦の決定が容易ではなかった。一方、 日露戦争後の 日本は、三国協商の一翼をなし
ていた。 ドイ ツに対す る戦争は 日本に太平洋な らびに中国にお ける ドイツの植民地
を占領す る可能性 を与えた。他方、 日露戦争後 に、直接朝鮮 ・中国と結びついてい
た 日本対外政策 は、対英米 とい う対立をもた らした30。 日本の政治家の中には、 日
英同盟条約が以前の意義 を失 って しまった とい う意見 もあった。 この理 由で、対 ド
イツ作戦 に反対す る 日本の政治家か ら、 日本 は欧州戦争において中立であるべ きだ
とも言われた。一方、 日本は三国同盟の一翼 をなすことを唱える政治家も発言力 を
増 していた。 日本 が三国同盟の一翼をなす場合 は、中国からイ ギリスを追い出す可
能性 を得た。 日本 が三国同盟 に味方をすればロシア との戦争が生まれ、アメリカ と
の関係 の悪化 をもたらす ことを考慮 して、 日本が結局三国協商の味方をす るこ とに
したと言えるであろ う。
第一次大戦 の初期には、三国協商側 に立って参戦 した 日本への武器 ・弾薬 ・軍需
品な どの支援 の要求が続 出した。 ロン ドンでは外務大臣や陸海軍大臣か ら駐英大使
や駐英陸海軍武官に、東京では駐 日イギ リス大使か ら外務大臣や陸海軍大 臣に、さ
らに駐 日陸海軍武 官か ら陸海 軍大臣や直接軍需担 当者に 自国への援助 ばか りで な
く、ロシアへの援助までもが要請 された。戦争 の時、 日本陸海軍の武器援助は数量
も少 なく、戦局に大 きな影響を与えるほ どのものではなかったが、陸軍のロシアに
対す る援助(小 銃、実包 、弾丸、大砲な ど)は ロシア軍には大きな救いであった。
1916年6月 にア レキシフ、ブル シロフで勝利 を収 め得 たのも日本か らの武器援助 に
よると報 じられていた。 ドイツ軍もロシア軍の抵抗を 「未だ可能な らしめているの
は、この側 〔日本〕か ら来 る諸供与なので ある」 と認 めていた31。1914～1917年 日
本はロシアに40万 ～63万5千 丁の小銃 を譲渡 した32。 ロシアが 日本で購入 した武器
は、 ヨーロッパ戦線に達 したわけではない とい うべきであろ う。戦争の時、ウラジ
ヴォス トー ク港か ら軍需 品を ヨー ロッパ部の ロシアに運送す る貨物車が不十分、な
らびにシベ リア横断鉄道 の受入能力が低 かったからである。従って、 日本 で購入 さ
れた武器の一部はウラジ ヴォス トーク港に残 された。
日露同盟条約交渉が進展を見たのは1915年 のことであった。 この年の12月 、 ロシ
アのゲオルギ ・ミハイ ロビチ大公は天皇即位祝賀の使節団の代表 として 日本 を訪 問
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した33。 それに随行 した、ロシア外務省極東局長 コザコーフは、 日本政府 との交渉
に着手 した。 日本側 は同盟関係締結の条約 として、満州鉄道南支線の譲渡 を求 め、
ロシアはこれを不満 として、この時 には交渉は決裂 した。
だが、外交交渉はその後 も続 き、1916年2月 か ら7月 にかけて、N・A・ マ レフス
キ」マ レビチ駐 日ロシア大使 と本野駐露 日本大使 を窓 口に、折衝が続け られた。そ
こにおいて、 日本側 は従来の満州鉄道 の権益 の他に、新 たな漁業利権、ロシアの鉄
道運賃関税率の引き下げを要求 した。 しか し、ロシア政府はこの要求に難色を示 し
ていた34。 さらに、満州鉄道の南支線 を譲渡する と、 目本 の資本が北満州 に流入す
ることになる。 日本に松花江航行権を渡せば、ウス リイスカヤ鉄道 はその存在意義
を失 うことにな り、ひいては、 ウラジ ヴォス トーク港が持っていた役割 が大連 に移
ることになる、 とい うのが拒否理由であった。
結局、以上のよ うな交渉 を経 て、1916年7,月3日 に 日露条約が結締 され、 日露間の
同盟関係 が公式 に取 り決め られた。条約 は基本協定 と秘密協定か らなってお り、ま
ず、先行す る日露条約の内容が確認 され 、極東 における共通の利益の確保について
取 り決 めがな された。条約 の基本方針 は、両国に敵対する勢力の中国領土への進出
を阻止す ることにあった。協定では、両国のいずれかが第三国と戦争状態 にあると
きには、条約相手国は同盟国を支援す ることが取 り決 められていた。 この条約 によ
れば、重大な紛争が発生 し支援す る場合 には、その紛争 の重大性を、それ以前 に同
盟関係 にある国(ロ シアにとってはフランス、 日本 にとってイギ リス)に 伝 え、
同意 を得なけれ ばな らなかった35。1916年 に締結 された この 日露間の条約 は、先
の 日露条約 を受け継 ぐものであり、新条約に とりわけ新 しい条件は加え られなかっ
た。両国の同盟 関係 の目的や 同盟 の具体的 な課題についても、条約 の中に言及は
ない。一方、 日本 にとっては、 ロシア との同盟 関係 を盾 に、アメリカ、イギ リスの
極東進 出を阻止す る可能性を得たことになる。他方、ロシアに とって 日本 との同盟
は、 日本の武器援助 の増大、な らびに極東領土安全の保 障 として看做 された。だ
が、実際には、 日本の武器援助を別 として、 この条約の締結は、 ロシア極東地方の
安全保障にな らなかったとでも言 うべきであろ う。
将来 について考 えてみ ると、 日露同盟条約は両国にとってアジアにおける共通政
策 を行 うことを可能 にした。だが、1917年3月(ロ シア暦2月)ロ シアに起った革命は
この見込みを変えた。 ロシア革命 に関する報告 は数 日遅れて 日本に達 した。1917年
3月15日 、 日本はロシアの新 しい政府 を正式に認めた。 『朝 目新聞』は ロシアに起
こった革命 に反応 して、3月 上旬のペテルブル グとモスクワでの出来事 を伝 えた記
事 を載せた。 この新聞によると、ロシア革命の 「目的は親独派駆逐」であった。ま
た、 「...多 数 の閣員監禁せ られ、その中前首相スチュルメル氏及び内相プロ ト
ポポフ氏は後解放せ られた り」 とい うことも通報 され た。 ロシア革命に関す る記事
が出る前、 『報知新聞』の記者はペテルブル グで起 こった出来事の細 目を調べるた
めに露国大使館を訪問 した。だが、ロシアの外交官吏もロシアの状態は漠然 としか
わか らなかった。 日本の新聞記者 と会談 した大使館の官員シ ョキンとアブ リコソフ
の主張では、3日 間 ロシアか ら電報が来ないため、 ロシアに起きた革命 について聞
いただけであった36。
V・N・ クルペ ンスキ駐 日ロシア大使は ロシア革命 に関 して 日本の新聞に よって
与え られた評価 に注 目を した。 ロシア大使 の3月 のペテル ブル グへの報告 による
と、 ロシアでの出来事に よって起 こった最初の驚嘆が消えた後、 日本の新 聞にあ り
勝 ちな ことである実用性の立場か らプ レスはロシアの新 しい政府の臣民に前の官僚
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政府 の間違いの訂正、親 ドイツ派の駆逐、ロシアの全力向上な どの約束を強調 して
いた。V・N・ クルペ ンスキが書 いた通 りに、 日本人 はロシア革命 の 目的を政府 と
国民の統一 として看做 した。ロシア大使は神道に関わ りのある日本臣民が君主政体
を崇拝することをロシア革命に関する評価 の特徴 に特に言及 した。例 えば、新聞記
事 にロシア皇帝 ニコライ2世 に関す る不適 当な発言がなかっただけでな く、 ロシア
の最後の皇帝の退位決定が ロシア を国内戦争 に巻 き込まない ことを希望 した との
理 由で説 明され た37。 ロシア革命 は20世 紀初頭 、中国に次いで2番 目の君主政体の
瓦解 となったことも強調すべきであろ う。寺内正毅初代朝鮮総督が書いた ように、
「巨大な陸軍 と国際的に著名な ロシア皇帝は一瞬間に然 うい う運命 と会 うのはだれ
も描 き出さなか った」。 日本政府 の意見では、世界大戦 と社会主義理論はロシアに
おける君主政体瓦解 の原因 となった。1917年6月 、山県有朋 も発言 した、 日本 にお
いても流行っている社会主義理論 は結局国家の破壊を来たす38。
一応、 日本の新聞はロシアにおける国体改正 に関す る同情を現 したが、ロシア と
の関係は 日本政府に楽観 を許 さなかった。 日本 の歴史家平問洋一が書いたよ うに、
「...ロ シア革命 により日露同盟の夢も、武器 自給体制確立の夢 も消 え、その う
え、ロシアへの武器輸出を促進す るために応 じた露国大蔵省公債や、露国政府 短期
軍事公債 など合計3億794万614円 余の借款が返却 されることがなかった事実が明 らか
にされ る」39。 第一次世界大戦の時、ロシア と業務提携 した 日本の業界は 日露 関係
の将来を不安に思 うようになった。 さらに、 日本銀行はロシア公債 に関する交渉を
停止することに した。駐 日ロシア大使館の報告 によると、臨時政府 は日本にお ける
公債を募 ることの成功を期待すべ きではなかった。 日本 の銀行家の多 くは、ロシア
における安定が回復 しない うちは、前述の公債 に応募す る希望を表 さなかった40。
1917年4月 か らロシアの状態に関す る説 明を載せ た 日本の新聞の態度がわず かに
変わってきた。例えば、一般露国民の戦争 に対す る意見は2大 潮流に分かれてい る
とい う記事 が 『東京 日々新 聞』に載せ られた。2大 潮流は、 「最後の勝利を得 るま
で戦争 を継続すべ し」 と主張す る勢力 、 と速や かに戦争 を中止せ しめんこ とを欲
し、土地 を合併す る等の ことな くして平和 を締結せん ことを主張す る勢力 であっ
た。記事の下にV・1・ レーニンの写真があった。写真 に関す る説明によると、 「ス
イスに長期亡命の レーニン、ペ トログラー ドに帰 る」41。 その後、ロシアは戦争 を
依然 として継続す るや否や の問題は 日本の新聞にあま り論 じられなかった。記事の
見出 しとなったのはロシアの内情 と革命後 ロシアの政治家であった。
1917年4月 ロシアの新聞に、ロシアは ドイツ と単独講和 を結んで戦争を中止 した
ら、 日本が極東 にお ける行動の自由を保留す るとい う報道が出た。4月 の初 め頃、
駐 ロシアのアメ リカ大使D・ フレンシスは米国の国務省へ送った電報による と、大
使が近頃 ロシア と ドイツとの間に単独講和締結の可能性 に関 して調査する予定であ
るとの ことであった42。1917年5月 ローマが臨時政府に発言 した通 りに、戦争の中
止の場合には極東 ロシアにおいて 日本の行動 の 自由を保留する可能性が与 えられ る
43。 臨時政府 は自分の方か ら発言 した通 りに、 ロシアは三国協商 に関する義務 を果
た し続 ける予定である。従って、臨時政府は戦争 を中止 しよ うとは しなかった。 ロ
シア革命後、 日露:関係は依然 として友好であったし、ロシア政府は 日本 との関係 を
維持するために努力 を重ねた。例えば、1917年 春、カムチャツカ半島で原住民が 日
本の漁業者 と衝突 した。 この事件 の後、在 ウラジヴォス トー ク日本国総領事館 は極
東ロシアの行政官にカムチャツカ半島に関す る処置を施す とい う手紙を送った。極
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東ロシアの行政官は 日本人 との衝突が 「日本 とロシアの友好 関係 に関す る余 り良 く
ない結果 を生 じないよ うにカムチャツカでは秩序 を回復せ よ」 とい う命令をカムチ
ャツカ行政府に送った44。
ロシアへの武器援助に関する 日露交渉は ロシア革命 の後 も保たれた。だが、 日本
側は武器援助の条件 として ウラジヴォス トー ク要塞の武装解除、ならび にウラジ ヴ
ォス トー ク海軍基地の清算 を求めた45。1917年4月 日本政府は新たに満州鉄道南支線
譲渡 の他 に、 日本に松花江航行権 を渡す ことを請求 した。極東 ロシアにおける平和
を維持するためには臨時政府 が代金を受 け取 って前述の権利 と満州鉄道南支線を 日
本に渡す覚悟であったが、取引が結ばれ る前にボルシェビキが政権を掌握 した46。
ロシアに とっては、 日本 が中国東北で積極 的行動 に出ることも脅威であった。
V・N・ クルペ ンスキ駐 日ロシア大使 がロシアの首都 へ報告 した通 り、 日本政府 は
内モンゴル において 日本帝国の主権によって保護 を受ける国家 を創立す る予定があ
った。 この計画を実現するために 日本政府は中国における君主政体の回復運動 を使
うことを企 図した。ロシアの大使の意見では、東京が中国において好機があった ら
前述 の計画 を実現す るそ うであった47。
外国におけるロシアの偵察が報告 した通 り、1917年 春か ら日本陸軍は中国への輸
送 のために戦闘準備の状態にあった。1917年5,月28日 、満州 にある日本軍を交代す
ることを口実 として横浜 と大阪か ら60万 人の軍力が大連に輸送 された。 だが、満州
にお ける日本軍部 隊の交代は以前 にもあったか ら、5月 の兵員輸送は南満州 におけ
る 日本陸軍の増強を目的 とした もので あろ う。 日露紛争の場合 には、北満州におけ
るロシア軍が少ない とい う状況において 日本陸軍は北満州 に入 る可能性 があった。
極東にお ける行動 の自由を保留することなどについての 日本政府発言 を背景に、 ロ
シアでは南満州における 日本の軍備 拡張が極東領 土に対す る脅威 として看做 され
た。だが、ロシア政府は南満州の現状に関す る報告 を公表 しなかった。
1917年 夏、満州における日本の活動 に関す る報告がロシアの新聞に載せ られて流言
となってか ら極東ロシアでは情勢が不安定になった。極東 ロシアの新聞には 日本の脅
威 に関する記事と反 日発言が出始めた。極東地域のロシア人の問では 日本 との戦争の
恐れがじわ じわと広がっていた とい うことは当然であった。'『大阪毎 日新聞』の記者
こまたのぶおは 『ザバイカルサヤ ・ノフィ』新聞の記者 と面会 した。会見では、こま
たのぶおはロシアに広まる日本の脅威 に関す る流言を論破 して、反 日態度はロシアの
新聞に唆 されているとい うことも強調 した。新聞記者の説では、 日本のプレスにはロ
シアとの戦争、あるいは反 ロシア発言 を見なかったそ うである48。 日露戦争の恐慌
は主に 『ザバイカルサヤ ・ノフィ』 と 『ノワヤ ・ジズニ』などのロシア新聞によっ
て流 されていたといえる。P・F・ ウンテルベルゲル沿アムール地方総督の頃、前述
の新聞は 日本政府のいずれの処置 にも日本の脅威 を見るのは普通であった。 日本の
新 聞に関 して言 うと、少なくとも1917年10月 までの号にはロシアに対す る侵略的発
言がない。
ロシア外務省 の文書か ら見れば、南満州における 日本陸軍の増強、な らびにロシ
ア新 聞に載 った反 日記事な どが ロシア政界に も日本 に対す る否定的態度の強化 をも
た らした。文書には 日本に対す る非難が少な くないからである。その一つの文書に
は、 日本が ロシアに武器援助 しなが ら、ロシアに割譲政治 を行わせ るとい うことが
記 され た。1914年 と1917年 の 日本 に対するロシアの発言から見れば、 ロシアの革命
は 日露 関係悪化の前提 となった と言 えるであろ う。1914年 に日本が三国協商に参加
269
YUriS.PEsTusHKo
す る決定が極東にお ける ドイツの勢力を排除す るものとして看做 されたが、1917年
に全く違 うことが言われた:「 日本 が ドイツに対抗す る列国同盟に参加 したのは 日
本の事情によるのであ り、 ロシア との関係を良くするためではない と言 える」49。
ロシア2月 革命後 日露関係にひびが入 ったが、1917年 秋 ごろ、軍事紛争 に陥った と
いえる。 ロシア革命の2年 前、 ロシア にお ける 日露 関係 の未来 は違 って見 えた:
「時間は両国の国民に多 くのことを教えて くれた。 日本 とロシアは互 いに分か り合
って将来に紛争 の原因がない ことを理解 した。 ヨー ロッパの戦争 が終わってか ら通
常の生活 に戻る。 関係の新時代 に入 った両国は国家 的課題 を果 たす道 を一緒に歩
く。 日本 とロシアは団結 して極東における政治を行 う」50。 残念ながら、実際 と夢
とは全 く違 っていた。1917年9月 ウラジヴォス トークは治安が悪い とい うこ とを理
由として 日本 国総領事館 は軍艦 をウラジ ヴォス トークに差 し向けることを 日本政府
に頼んだ。1918年 に始まったシベ リア出兵 は日本 とロシアを敵同士にさせた。
日露同盟は長 くなかったが、20世 紀初頭 における日露関係史から見れば、 この時
期には大多数の問題が武力な しで解決できた といえるであろ う。 日露戦後の初年 に
始まった両国の協力はロシアに とっても、 日本 に とっても有利であった。 日本 とロ
シアは中国において相互の政策 を遂行 し、ワシ ン トンとロン ドンから勢力範囲 を保
護す る可能性 を得た。 日本 との関係 の調整 はヨーロッパ戦争 に参加するロシア皇帝
ニ コライ2世 の方針 を決定 した。 日露関係 の肯定的な経験は今に も役立ってい ると
言える。現在、 日露友好関係 は世界にお ける両国の立場を強め、太平洋領域での 日
本 とロシアのパー トナーであるアメ リカ、中国に対す る多大なる確信を以て外交政
策を行 う可能性を与 えるだけでな く、アジアにお ける安定をもた らす とも言えるで
あろ う。1990年 代の初年か ら日露関係の将来についてロシア政府 も、 日本政府 も注
意を払っている。最近、 日本 とロシア との間に文化交流が広が り、相互学術シンポ
ジウムが開かれ、政府 レベルでの交渉 も行 われてい る。安倍晋三総理大臣の話 で
は、 日本の大事な隣国であるロシア とは共通の問題を持 ち、 日露関係の今後の発展
は大きな可能性があるとい う。モスクワと東京 との間に今後 の対話が どのよ うに続
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ロ シ ア 外 交 史 料 館 、150-493-925、89-90ペー ジ)・ 。
48<<HpHaMypcKa∬}KH3HB>>.1HK)朋1917L(『 プ リ ア ム ル ス カ ヤ ・ジ ズ ニ 』 、1917年7月1
日)。
49haBHoeyHpaBJIeHHerem皿Ta6a-BMHHHcTepcTBoHHocTpaHHHx双e∬・10MapTalgl7LABIIPH・Φ ・
<<牙noHcK凾cTo∬>>,OH.493,几施1344.∬.7(「 参 謀 本 部 よ り 外 務 省 宛 、1917年3,月10日 」:ロ
シ ア 外 交 史 料 館 、150-493-1344、7ペー ジ)。
50琿ypTeeBK.K.PyccKo一∬HoHcKH貢ToBapoo6MeHH3KoHoM四ecKoec6∬H)KeHHe//3anHcKHHpHaMypcKoro
oT八e∬aHMnepaTopcKoroO6珥ecTBaBocTol《oBe双eHH∬.Xa6apoBcK,KaHHe∬【pH∬Hp aMypcKororeHepa∬一
ry6epHaropa,1916,C.109,122(クル テ エ フK・K・ 「日 露 交 易 と 経 済 接 近 」 『ロ シ ア 帝 国 東 洋
学 会 の ア ム ー ル 地 方 支 部 の 筆 記 』 、 ハ バ ロ フ ス ク 、1916年 、109、122ペ ー ジ)。
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